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49消費税のあらまし　9. 国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係は？

3. 消費税のプラットフォーム課税について
 （令和7年4月1日から）

さ ら に 詳 し く

①　「消費者向け電気通信利用役務の提供」について
　事業者が日本国内の消費者等向けに行うアプリ配信等の「消費者
向け電気通信利用役務の提供（P47注10）」については、当該事業者が、
国内事業者か国外事業者（P45注1）であるかにかかわらず、当該役務
提供を行う事業者が申告・納税を行うこととされています。

②　プラットフォーム課税について
　令和7年4月1日以後に、国外事業者が、デジタルプラットフォー
ム（注1）を介して行う消費者向け電気通信利用役務の提供で、かつ、
特定プラットフォーム事業者（注2）を介して当該役務の提供の対価
を収受するものについては、当該特定プラットフォーム事業者が当
該役務の提供を行ったものとみなして申告・納税を行うこととなり
ます。
　なお、次の場合はプラットフォーム課税の対象となりません。
　・ 国内事業者がデジタルプラットフォームを介して消費者向け電気
通信利用役務の提供を行う場合

　・ デジタルプラットフォームを介さずに消費者向け電気通信利用役
務の提供を行う場合

　・ デジタルプラットフォームを介して行う消費者向け電気通信利用
役務の提供で、特定プラットフォーム 事業者を介さずに当該役
務提供の対価を収受している場合 

デジタルプラットフォームと
は、例えば、アプリストアや
電子書籍のオンラインモール
などがこれに該当します。

注１

特定プラットフォーム事業者と
は、一定の要件を満たすプラッ
トフォーム事業者であるとして、
国税庁長官の指定を受けた事
業者をいいます。
国税庁長官が特定プラット
フォーム事業者を指定した場
合、国税庁ホームページで公
表します。
令和７年４月１日からプラット
フォーム課税の対象となる特
定プラットフォーム事業者につ
いては、令和６年12月31日ま
でに指定を行い、国税庁ホー
ムページに公表します。

注２

●プラットフォーム課税の対象とならない消費者向け電気通信利用役務の提供は、これまでどおり、当該
役務の提供を行う事業者が申告・納税を行うこととなります。 
●事業者向け電気通信利用役務の提供は、これまでどおり、当該役務の提供を受けた事業者が申告・納
税を行うこととなります（リバースチャージ方式）。

　国税庁ホームページに特集ページ「消費税のプラットフォーム課税

について」を開設しています。

　詳しくは、特集ページに掲載している各種リーフレットやQ＆Aを

ご参照ください。

注　意！

メンテナンス時間を除き、24時間ご利用いただけます。
メンテナンス時間の詳細については、e-Taxホームページを
ご確認ください。

確定申告書等作成コーナーでは、画面の案内に沿って金額等を入力するだけで、自動計算で消
費税の確定申告書を作成できます。また、確定申告書等作成コーナーで作成した青色申告決
算書・収支内訳書の内容等を引き継いで、消費税の確定申告書を作成できるため便利です。
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